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事
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予
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水道事業会計 10 億 4722 万円

工業用水道事業会計 1275 万円

公共下水道事業会計 25 億 1240 万円

農業集落排水事業会計 1 億  525 万円

１ 年 間 の 収 入 合 計 約 494 万円

基本給与 
( 市税 )

149 万
9623 円

諸手当 
（分担金及び負担金）

10 万
2133 円

副業収入 
( 使用料及び手数料 )

５万
5411 円

預金の取り崩し 
（繰入金）

24 万
1084 円

臨時収入など 
（寄付金、財産収入など）

16 万
7374 円

親からの援助 
( 交付税、国県補助金など )

229 万
3408 円

銀行からの借り入れ 
( 市債 )

58 万
967 円

１ 年 間 の 支 出 合 計 約 494 万円

食費 
( 人件費 )

70 万
6838 円

医療費 
( 扶助費 )

88 万
3112 円

光熱水費、消耗品費など 
( 物件費 )

69 万
8483 円

子どもへの仕送りなど 
(補助費等)

94 万
2199 円

家や車などの修繕費 
( 維持補修費 )

１万
8207 円

家などの増改築 
( 普通建設事業費 )

79 万
9150 円

借金返済 
（公債費）

46 万
9089 円

貯金 
( 積立金 )

１万
1021 円

その他 
(予備費、災害復旧費、繰出金など)

41 万
1901 円

一般会計　　148 億 2000 万円

市の基本的な行政サービスの経費を収支する会計

特別会計　　37 億 1110 万円

保険料など特定の収入で特定
の支出に充てる会計。 収入の
使い道が決まっているため一
般会計とは分けています。

企業会計　　36 億 7762 万円

一般の会社と同じように、 独
立の収入でその経費をまかな
う 「独立採算」 を原則とする
会計

芦原温泉上水道財産区水道事業会計　　2 億 2363 万円

旧芦原町内の特定区域 （財産区） の水道事業にかかる会計

家計簿でチェック

今年度の一般会計当初予算を年収約 494 万円（3000 分の 1）

の家庭に置き換えて家計簿にしました。

　収入をみると、親からの援助に頼っ
ている割合が大きく、銀行からの借り
入れも毎年行っています。今後は、親
からの仕送りや借り入れの依存を少な
くし、基本給与や諸手当、副業収入の
増に努めるとともに、支出を抑えてい
くことが必要です。

各会計の当初予算額（合計 224 億 3235 万円）

　支出では、食費や医療費、借金返済
などの節約が難しい経費が約４割を占
めています。
　これまで、食費や光熱水費、消耗品
費などを切り詰めてやりくりしてきま
したが、今後もより一層の努力が必要
です。

貯金残高（財政調整基金） 105 万円

借金残高（市債残高） 595 万円

国民健康保険特別会計 34 億 870 万円

後期高齢者医療特別会計 2 億 9740 万円

農業者労働災害共済特別会計 500 万円

産業団地整備事業特別会計 廃止
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一般会計当初予算規模　148億2000万円

物件費（14.1％）

20 億 9545 万円

物品の購入、光熱水費、燃料費、委託料など

維持補修費（0.4％）

5462 万円

庁舎や公共施設などの修繕費

扶助費（17.9％）

26 億 4934 万円

生活保護や児童手当などの社会福祉の経費

補助費等（19.0％）

28 億 2660 万円

負担金や補助金など

普通建設事業費及び
災害復旧事業費（16.2％）

23 億 9875 万円

道路や橋、公共施設など
の整備および災害復旧費

投資的経費（16.2％）

公債費（9.5％）

14 億 727 万円

市債（借金）の返済金

貸付金、投資及び出資金（1.2％）

1 億 7370 万円

中小企業や市民への資金融資など

その他（0.3％）

4306 万円

基金への積立金や予備費繰出金（7.1％）

10 億 5070 万円

特別会計などへの補助

予
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分担金及び負担金（2.1％）

3 億 640 万円

こども園料や小中学校の給食代など、
特定の利益を受ける人が負担するお金

繰入金（4.9％）

7 億 2325 万円

財政調整基金や各種基金を取り崩すお金

諸収入（2.9％）

4 億 3530 万円

貸付金の元金収入など

財産収入など（0.5％）

6682 万円

市有地などの貸付料や各種基金の利子、
寄付金、前年度からの繰越金

地方譲与税（0.8％）

1 億 1600 万円

国が徴収した自動車重量税
などから配分されるお金

国庫支出金（13.1％）

19 億 5895 万円

市の事業に対して国から交付されるお金

県支出金（8.7％）

12 億 8798 万円

市の事業に対して県から交付されるお金

その他の交付金（4.8％）

7 億 1730 万円

平成 28 年度 あわら市の 当初予算

国営九頭竜川下流土地改良事業
負担金

４億 6261 万円

公共施設等総合管理計画策定
業務

2000 万円

農業者トレーニングセンター
改修事業

２億 7953 万円

小中学校コンピュータ整備事業

１億 3800 万円

庁舎耐震補強・改修工事

３億 3120 万円

地方交付税（18.9％）

28 億円

市町村の規模に応じて
国から交付されるお金

依
存

財
源

（58.1%）　

  自主財源
（

41.9％
）

市税（30.4％）

44 億 9887 万円

市民の皆さんが
納めるお金

市債（11.8％）

17 億 4290 万円

国や金融機関などから借り入れるお金

　
　

　

　消費的経費（65.7
％

）

そ
の

他
(18

.1％）

歳 出

（性質別）

人件費（14.3％）

21 億 2051 万円

市長や議員、職員の
給料や手当など

使用料及び手数料（1.1％）

１億 6623 万円

施設の利用料や住民票の発行手数料など

歳 入
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